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千葉市開発行為等の規制に関する規則  

 

平 成 ４ 年 ３ 月 １ ３ 日  千 葉 市 規 則 第 ２ ２ 号  

最 終 改 正 ： 令 和 ７ 年 ５ 月 ２ ３ 日  千 葉 市 規 則 第 ３ ２ 号  

 

 （ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 規 則 は 、 都 市 計 画 法 （ 昭 和 4 3 年 法 律 第 1 00 号 。 以 下 「 法 」 と

い う 。）第 ３ 章 第 １ 節 の 施 行 及 び 千 葉 市 建 築 関 係 手 数 料 条 例（ 平 成 １ ２ 年

千 葉 市 条 例 第 ４ ２ 号 ） 第 ５ 条 の 規 定 に よ る 手 数 料 の 減 免 に 関 し 、 別 に 定 め

が あ る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

 （ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該

各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 ( 1 ) 開 発 区 域  法 第 ４ 条 第 １ ３ 項 に 規 定 す る 開 発 区 域 を い う 。  

 ( 2 ) 開 発 行 為  法 第 ４ 条 第 １ ２ 項 に 規 定 す る 開 発 行 為 を い う 。  

 ( 3 ) 特 定 工 作 物  法 第 ４ 条 第 １ １ 項 に 規 定 す る 特 定 工 作 物 を い う 。  

 ( 4 )  工 事 施 行 者  法 第 ３ ０ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 規 定 す る 工 事 施 行 者 を い う 。 

( 5 ) 公 共 施 設  法 第 ４ 条 第 １ ４ 項 に 規 定 す る 公 共 施 設 を い う 。  

 （ 事 前 審 査 ）  

第 ３ 条  法 第 ２ ９ 条 第 １ 項 の 許 可（ 以 下「 開 発 許 可 」と い う 。）（ 自 己 の 居 住

の 用 に 供 す る 住 宅 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う 開 発 行 為 で あ っ て 、 当 該

開 発 行 為 又 は 当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 に よ り 設 置 さ れ る 公 共 施 設 が 市 に

帰 属 し な い も の に 係 る 開 発 許 可 を 除 く 。）を 受 け よ う と す る 者 は 、あ ら か じ

め 、 当 該 開 発 行 為 の 計 画 に つ い て 、 市 長 の 審 査 を 受 け る も の と す る 。 た だ

し 、 市 長 が 都 市 計 画 上 支 障 が な い と 特 に 認 め た 場 合 に あ っ て は 、 こ の 限 り

で な い 。  

２  前 項 の 審 査 を 受 け よ う と す る 者 は 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 開 発 行 為 に  

関 す る 事 前 審 査 願 （ 様 式 第 １ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 ( 1 ) 当 該 開 発 区 域 を 明 ら か に す る 公 図 （ 不 動 産 登 記 法 （ 平 成 1 6 年 法 律 第

1 2 3 号 ） 第 １ ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 地 図 又 は 同 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 地 図

に 準 ず る 図 面 を い う 。 以 下 同 じ 。） の 写 し  

 ( 2 )  当 該 開 発 行 為 を し よ う と す る 土 地 及 び 当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 を

し よ う と す る 土 地 （ 以 下 「 開 発 区 域 内 の 土 地 等 」 と い う 。） の 登 記 事

項 証 明 書  

 ( 3 ) 当 該 開 発 行 為 に つ い て の 設 計 説 明 書 （ 様 式 第 ２ 号 。以 下「 設 計 説 明

書 」 と い う 。）  

 ( 4 ) 都 市 計 画 法 施 行 規 則（ 昭 和 4 4 年 建 設 省 令 第 4 9 号 。以 下「 省 令 」と

い う 。） 第 １ ６ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 図 面 の う ち 次 に 掲 げ る も の  

    ア  現 況 図  

    イ  土 地 利 用 計 画 図  

    ウ  排 水 施 設 計 画 平 面 図  
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  エ  造 成 計 画 平 面 図 及 び 造 成 計 画 断 面 図 （ 当 該 開 発 行 為 に お い て 盛 土 又

は 切 土 を 行 う 場 合 に 限 る 。）  

( 5 )  盛 土 又 は 切 土 に 関 す る 工 事 の 概 要 書 （ 様 式 第 ２ 号 の ２ ）（ 当 該 開 発 行

為 に 関 す る 工 事 に お い て 宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法 （ 昭 和 ３ ６ 年 法

律 第 １ ９ １ 号 ） 第 １ ２ 条 第 １ 項 の 許 可 を 要 す る 場 合 に 限 る 。 以 下 「 盛 土

等 工 事 の 概 要 書 」 と い う 。）  

 ( 6 ) 千 葉 市 都 市 図 （ 以 下 「 都 市 図 」 と い う 。）  

 ( 7 ) 当 該 開 発 区 域 の 求 積 図（ 縮 尺 5 0 0 分 の １ 以 上 の も の と す る 。以 下「 開

発 区 域 求 積 図 」 と い う 。）  

 ( 8 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

 

 （ 開 発 行 為 許 可 申 請 書 の 添 付 図 書 等 ）  

第 ４ 条   省 令 第 １ ６ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 開 発 行 為 許 可 申 請 書 に は 、 法 第 ３ ０

条 第 ２ 項 及 び 省 令 第 １ ７ 条 に 規 定 す る も の の ほ か 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書

（ 主 と し て 、 自 己 の 居 住 の 用 に 供 す る 住 宅 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う

開 発 行 為 （ 当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 が 宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法 第

１ ２ 条 第 １ 項 の 許 可 を 要 す る も の を 除 く 。）又 は 住 宅 以 外 の 建 築 物 若 し く は

特 定 工 作 物 で 自 己 の 業 務 の 用 に 供 す る も の の 建 築 若 し く は 建 設 の 用 に 供 す

る 目 的 で 行 う 開 発 行 為（ 当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 が 当 該 許 可 を 要 す る も

の 及 び １ ヘ ク タ ー ル 以 上 の 規 模 の も の を 除 く 。）（ 以 下 「 自 己 の 居 住 の 用 に

供 す る 住 宅 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う 開 発 行 為 等 」と い う 。）に あ っ

て は 、 第 ７ 号 及 び 第 ８ 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。） を 添 付 し な け れ ば な ら な

い 。  

  ( 1 ) 当 該 開 発 区 域 を 明 ら か に す る 公 図 の 写 し  

 ( 2 ) 当 該 開 発 区 域 内 の 土 地 等 の 登 記 事 項 証 明 書  

  ( 3 )   当 該 開 発 区 域 内 の 土 地 等 に 存 す る 建 物 の 登 記 事 項 証 明 書  

 ( 4 ) 開 発 区 域 求 積 図  

 ( 5 ) 当 該 開 発 区 域 内 に お い て 予 定 さ れ る 建 築 物 又 は 特 定 工 作 物（ 以 下「 建

築 物 等 」と い う 。）の 敷 地 の 求 積 図（ 縮 尺 5 0 0 分 の １ 以 上 の も の と す る 。      

以 下 「 建 築 敷 地 求 積 図 」 と い う 。）  

( 6 ) 盛 土 等 工 事 の 概 要 書  

  ( 7 )   申 請 者 の 資 力 及 び 信 用 に 関 す る 書 類  

 ( 8 ) 工 事 施 行 者 の 能 力 に 関 す る 書 類  

 ( 9 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

２  前 項 第 ７ 号 に 掲 げ る 申 請 者 の 資 力 及 び 信 用 に 関 す る 書 類 は 、 次 の 各 号 に  

掲 げ る も の と す る 。  

  ( 1 ) 住 民 票 の 写 し（ 法 人 の 場 合 に あ っ て は 、当 該 法 人 の 登 記 事 項 証 明 書 。

以 下 「 住 民 票 の 写 し 等 」 と い う 。）  

  ( 2 )   所 得 税 に 関 す る 納 税 証 明 書（ 法 人 の 場 合 に あ っ て は ，法 人 税 に 関 す

る 納 税 証 明 書 ）  
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( 3 )   市 町 村 民 税 又 は 特 別 区 民 税 に 関 す る 納 税 証 明 書（ 法 人 の 場 合 に あ っ て

は 、 市 町 村 民 税 又 は 都 民 税 に 関 す る 納 税 証 明 書 ）  

  ( 4 )   事 業 経 歴 書 （ 申 請 者 が 法 人 の 場 合 に 限 る 。）  

 ( 5 )   暴 力 団 等 に 該 当 し な い こ と の 誓 約 書  

３  第 １ 項 第 ８ 号 に 掲 げ る 工 事 施 行 者 の 能 力 に 関 す る 書 類 は 、 次 の 各 号 に 掲

げ る も の と す る 。  

 ( 1 ) 住 民 票 の 写 し 等  

  ( 2 )   工 事 経 歴 書  

  ( 3 )   建 設 業 法（ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 １ ０ ０ 号 ）第 ３ 条 第 １ 項 の 許 可 を 受 け た

こ と が 確 認 で き る 書 類  

４  省 令 第 １ ６ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 設 計 説 明 書 は 、 前 条 第 ２ 項 第 ３ 号 に 規 定

す る 設 計 説 明 書 と す る 。  

５  省 令 第 １ ６ 条 第 ５ 項 に 規 定 す る 資 金 計 画 書 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 書 類  

を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

  ( 1 ) 工 事 施 行 者 が 発 行 す る 工 事 費 の 見 積 書  

  ( 2 )   自 己 資 金 又 は 借 入 金 の 調 達 が 可 能 で あ る こ と を 証 す る 書 類  

６  省 令 第 １ ７ 条 第 １ 項 第 ２ 号 に 規 定 す る 開 発 区 域 区 域 図 は 、 前 条 第 ２ 項 第  

６ 号 に 規 定 す る 都 市 図 と す る 。  

７  省 令 第 １ ７ 条 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 書 類 は 、 開 発 行 為 施 行 同 意 書 （ 様 式

第 ３ 号 ） と し 、 当 該 同 意 書 に 同 意 し た 者 の 印 鑑 証 明 書 を 添 付 す る も の と す

る 。  

８  省 令 第 １ ７ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 書 類 は 、 開 発 行 為 に 関 す る 設 計 者 の  

資 格 申 告 書 （ 様 式 第 ４ 号 ） と す る 。  

 

 （ 既 存 の 権 利 者 の 届 出 ）  

第 ５ 条  法 第 ３ ４ 条 第 １ ３ 号 の 規 定 に よ る 届 出 は 、既 存 の 権 利 者 の 届 出 書（ 様

式 第 ５ 号 ） に よ り 行 う も の と す る 。  

（ 開 発 行 為 の 協 議 ）  

第 ６ 条  法 第 ３ ４ 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定 に よ り 市 長 と 協 議 し よ う と す る 者 は 、  

 開 発 行 為 協 議 申 出 書（ 様 式 第 ５ 号 の ２ ）を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。   

２  前 項 の 申 出 書 に は 、 法 第 ３ ０ 条 第 ２ 項 及 び 省 令 第 １ ７ 条 並 び に 第 ４ 条 第

１ 項 各 号（ 第 ７ 号 を 除 く 。）に 規 定 す る 図 書（ 主 と し て 、住 宅 以 外 の 建 築 物

又 は 特 定 工 作 物 で 自 己 の 業 務 の 用 に 供 す る も の の 建 築 又 は 建 設 の 用 に 供 す

る 目 的 で 行 う 開 発 行 為（ 当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 が 宅 地 造 成 及 び 特 定 盛

土 等 規 制 法 第 １ ２ 条 第 １ 項 の 許 可 を 要 す る も の 及 び １ ヘ ク タ ー ル 以 上 の

規 模 の も の を 除 く 。） に あ っ て は 、 第 ４ 条 第 １ 項 第 ８ 号 に 掲 げ る も の を 除

く 。） を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 出 が あ っ た 場 合 に お い て 、 協 議 が 成 立 し

た と き は 、 開 発 行 為 協 議 成 立 通 知 書 （ 様 式 第 ５ 号 の ３ ） に よ り 申 出 者 に 通

知 す る も の と す る 。  
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 （ 開 発 行 為 の 許 可 又 は 不 許 可 の 通 知 ）  

第 ７ 条  市 長 は 、開 発 許 可 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、法 第 ３ ５ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、許 可 の 決 定 を し た と き は 開 発 行 為 許 可 通 知 書（ 様 式 第 ６ 号 ）

に よ り 、 不 許 可 の 決 定 を し た と き は 開 発 行 為 不 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 ７ 号 ）

に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 開 発 行 為 の 変 更 許 可 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 ８ 条  法 第 ３ ５ 条 の ２ 第 １ 項 に 規 定 す る 許 可 を 受 け よ う と す る 者 は 、 開 発  

行 為 変 更 許 可 申 請 書 （ 様 式 第 ８ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 請 書 に は 、 省 令 第 ２ ８ 条 の ３ に 規 定 す る 図 書 の ほ か 、 次 の 各 号

に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

  ( 1 ) 変 更 の 理 由 及 び 内 容 を 記 載 し た 書 類  

  ( 2 ) 都 市 図  

  ( 3 ) 省 令 第 １ ６ 条 及 び 第 ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 図 書 の う ち 、開 発 行 為 の

変 更 に 伴 い そ の 内 容 が 変 更 さ れ る も の に つ い て 変 更 後 の 内 容 を 明 示 し

た も の  

  ( 4 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 法 第 ３ ５ 条 の

２ 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 法 第 ３ ５ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 許 可 の 決 定 を し

た と き は 開 発 行 為 変 更 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 ９ 号 ） に よ り 、 不 許 可 の 決 定 を

し た と き は 開 発 行 為 変 更 不 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 １ ０ 号 ） に よ り 、 申 請 者 に

通 知 す る も の と す る 。  

 （ 開 発 行 為 の 軽 微 な 変 更 の 届 出 ）  

第 ９ 条  法 第 ３ ５ 条 の ２ 第 ３ 項 に 規 定 す る 届 出 を し よ う と す る 者 は 、 開 発 行  

為 変 更 届 出 書 （ 様 式 第 １ １ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 届 出 書 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

( 1 ) 変 更 の 理 由 及 び 内 容 を 記 載 し た 書 類  

  ( 2 ) 都 市 図  

  ( 3 ) 省 令 第 １ ６ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 図 書 及 び 建 築 敷 地 求 積 図 の う ち 、開

発 行 為 の 変 更 に 伴 い そ の 内 容 が 変 更 さ れ る も の に つ い て 変 更 後 の 内 容

を 明 示 し た も の （ 省 令 第 ２ ８ 条 の ４ 第 １ 号 に 規 定 す る 変 更 の 場 合 に 限

る 。）  

 ( 4 ) 工 事 施 行 者 の 住 民 票 の 写 し 等（ 省 令 第 ２ ８ 条 の ４ 第 ２ 号 に 規 定 す る

変 更 （ 自 己 の 居 住 の 用 に 供 す る 住 宅 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う 開

発 行 為 等 に 係 る も の を 除 く 。） の 場 合 に 限 る 。）  

  ( 5 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

（ 開 発 行 為 の 変 更 の 協 議 ）   

第 ９ 条 の ２  法 第 ３ ５ 条 の ２ 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 法 第 ３ ４ 条 の ２ 第 １ 項

の 規 定 に よ り 市 長 と 協 議 し よ う と す る 者 は 、 開 発 行 為 変 更 協 議 申 出 書 （ 様

式 第 １ １ 号 の ２ ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 出 書 に は 、 省 令 第 ２ ８ 条 の ３ 及 び こ の 規 則 第 ８ 条 第 ２ 項 各 号 に

掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  
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３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 出 が あ っ た 場 合 に お い て 、 協 議 が 成 立 し

た と き は 、 開 発 行 為 変 更 協 議 成 立 通 知 書 （ 様 式 第 １ １ 号 の ３ ） に  

 よ り 申 出 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

（ 工 事 着 手 の 届 出 ）  

第 １ ０ 条  開 発 許 可 を 受 け た 者 及 び 工 事 施 行 者 が そ の 開 発 行 為 に 関 す る 工 事  

に 着 手 し よ う と す る と き は 、 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 着 手 届 出 書 （ 様 式 第

１ ２ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 （ 工 事 完 了 届 出 書 の 添 付 図 書 ）  

第 １ １ 条  省 令 第 ２ ９ 条 に 規 定 す る 工 事 完 了 届 出 書 又 は 公 共 施 設 工 事 完 了 届  

出 書 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

 ( 1 ) 当 該 工 事 完 成 図（ 省 令 第 １ ６ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 土 地 利 用 計 画 図 及

び 排 水 施 設 計 画 平 面 図 の 例 に よ り 作 成 し た も の ）  

  ( 2 ) 当 該 開 発 区 域 を 明 ら か に す る 公 図 の 写 し  

  ( 3 ) 設 計 説 明 書  

( 4 ) 都 市 図  

  ( 5 ) 開 発 区 域 求 積 図  

 ( 6 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

２  前 項 各 号 に 掲 げ る 図 書 は 、当 該 開 発 区 域 を 工 区 に 分 け た と き は そ の 工 区 、 

当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の う ち 公 共 施 設 工 事 が 完 了 し た と き は そ の 区 域  

に 関 す る も の と す る 。  

  （ 工 事 完 了 公 告 の 方 法 ）  

第 １ ２ 条  省 令 第 ３ １ 条 に 規 定 す る 工 事 の 完 了 の 公 告 は 、 千 葉 市 公 告 式 条 例  

（ 昭 和 2 5 年 千 葉 市 条 例 第 2 9 号 ） の 定 め る と こ ろ に よ り 行 う も の と す る 。 

 （ 建 築 制 限 等 の 解 除 の 承 認 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 １ ３ 条  法 第 ３ ７ 条 第 １ 号 の 規 定 に よ る 承 認 を 受 け よ う と す る 者 は 、 工 事  

完 了 公 告 以 前 の 建 築 （ 建 設 ） 承 認 申 請 書 （ 様 式 第 １ ３ 号 ） を 市 長 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 請 書 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

 ( 1 ) 当 該 建 築 物 等 の 敷 地 の 場 所 を 表 示 す る 図 面（ 縮 尺 1 , 000 分 の １ 以 上 の  

    も の ）  

( 2 ) 当 該 建 築 物 等 の 敷 地 を 明 ら か に す る 公 図 の 写 し  

 ( 3 ) 都 市 図  

 ( 4 ) 建 築 敷 地 求 積 図  

 ( 5 ) 建 築 基 準 法 施 行 規 則（ 昭 和 2 5 年 建 設 省 令 第 4 0 号 ）第 １ 条 の ３ 第 １

項 に 規 定 す る 配 置 図 （ 縮 尺 5 0 0 分 の １ 以 上 の も の と す る 。 以 下 「 配 置

図 」 と い う 。）  

  ( 6 )  建 築 基 準 法 施 行 規 則 第 １ 条 の ３ 第 １ 項 に 規 定 す る 各 階 平 面 図 及 び ２

面 以 上 の 立 面 図 （ 縮 尺 2 0 0 分 の １ 以 上 の も の と す る 。 以 下 「 平 面 図 等 」

と い う 。）  

  ( 7 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  
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３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 承 認 の 決 定 を

し た と き は 工 事 完 了 公 告 以 前 の 建 築 （ 建 設 ） 承 認 通 知 書 （ 様 式 第 １ ４ 号 ）

に よ り 、 不 承 認 の 決 定 を し た と き は 工 事 完 了 公 告 以 前 の 建 築 （ 建 設 ） 不 承

認 通 知 書 （ 様 式 第 １ ５ 号 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の 廃 止 の 届 出 書 の 添 付 図 書 ）  

第 １ ４ 条   省 令 第 ３ ２ 条 に 規 定 す る 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の 廃 止 の 届 出 書 に  

は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

 ( 1 ) 当 該 工 事 の 廃 止 の 理 由 を 記 載 し た 書 類  

 ( 2 ) 都 市 図  

 ( 3 ) 当 該 工 事 の 廃 止 時 に お け る 現 況 図 （ 縮 尺 2 , 500 分 の １ 以 上 の も の ）  

 ( 4 )  当 該 工 事 に 係 る 土 地 の 防 災 措 置 （ 従 前 の 公 共 施 設 の 復 旧 を 含 む 。）

を 記 載 し た 図 書  

  ( 5 )   そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

  （ 市 街 化 調 整 区 域 内 に お け る 建 築 物 の 特 例 許 可 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 １ ５ 条  法 第 ４ １ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 許 可 を 受 け よ う と す る 者  

は 、 市 街 化 調 整 区 域 内 に お け る 建 築 物 の 特 例 許 可 申 請 書 （ 様 式 第 １ ６ 号 ）

を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  第 １ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 は 、 前 項 の 場 合 に 準 用 す る 。  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 許 可 の 決 定 を

し た と き は 市 街 化 調 整 区 域 内 に お け る 建 築 物 の 特 例 許 可 通 知 書 （ 様 式 第

１ ７ 号 ） に よ り 、 不 許 可 の 決 定 を し た と き は 市 街 化 調 整 区 域 内 に お け る 建

築 物 の 特 例 不 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 １ ８ 号 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と

す る 。  

  （ 予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 の 許 可 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 １ ６ 条  法 第 ４ ２ 条 第 １ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 許 可 を 受 け よ う と す る 者  

は 、 予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 許 可 申 請 書 （ 様 式 第 １ ９ 号 ） を 市 長 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

２  第 １ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 は 、 前 項 の 場 合 に 準 用 す る 。  

３  市 長 は 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 許 可 の 決 定 を し

た と き は 予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 の 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 ２ ０ 号 ） に よ り 、

不 許 可 の 決 定 を し た と き は 予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 の 不 許 可 通 知 書 （ 様 式

第 ２ １ 号 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 の 協 議 ）  

第 １ ６ 条 の ２  法 第 ４ ２ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 市 長 と 協 議 し よ う と す る 者 は 、

予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 協 議 申 出 書 （ 様 式 第 ２ １ 号 の ２ ） を 市 長 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 出 書 に は 、 第 １ ３ 条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば

な ら な い 。  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 出 が あ っ た 場 合 に お い て 、 協 議 が 成 立 し

た と き は 、 予 定 建 築 物 以 外 の 建 築 等 協 議 成 立 通 知 書 （ 様 式 第 ２ １ 号 の ３ ）

に よ り 申 出 者 に 通 知 す る も の と す る 。  
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  （ 建 築 物 の 新 築 等 の 許 可 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 １ ７ 条  省 令 第 ３ ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 建 築 物 の 新 築 、 改 築 若 し く は 用 途  

の 変 更 又 は 第 一 種 特 定 工 作 物 の 新 設 許 可 申 請 書 に は 、 同 条 第 ２ 項 に 規 定 す  

る 図 書 の ほ か 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

  ( 1 ) 当 該 建 築 物 等 の 敷 地 を 明 ら か に す る 公 図 の 写 し  

 ( 2 ) 当 該 建 築 物 等 の 敷 地 の 登 記 事 項 証 明 書  

 ( 3 ) 都 市 図  

 ( 4 ) 建 築 敷 地 求 積 図  

 ( 5 ) 配 置 図  

 ( 6 ) 平 面 図 等  

 ( 7 ) 排 水 施 設 計 画 平 面 図  

 ( 8 )   そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

２  市 長 は 法 第 ４ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 許 可 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い

て 、 許 可 の 決 定 を し た と き は 建 築 物 の 新 築 、 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更 又 は

第 一 種 特 定 工 作 物 の 新 設 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 ２ ２ 号 ） に よ り 、 不 許 可 の 決

定 を し た と き は 建 築 物 の 新 築 ， 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更 又 は 第 一 種 特 定 工

作 物 の 新 設 不 許 可 通 知 書 （ 様 式 第 ２ ３ 号 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と

す る 。  

（ 建 築 物 の 新 築 等 の 許 可 の 協 議 ）  

第 １ ７ 条 の ２  法 第 ４ ３ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 市 長 と 協 議 し よ う と す る 者 は 、

建 築 物 の 新 築 、 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更 又 は 第 一 種 特 定 工 作 物 の 新 設 協 議

申 出 書 （ 様 式 第 ２ ３ 号 の ２ ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 出 書 に は 、 省 令 第 ３ ４ 条 第 ２ 項 及 び 前 条 第 １ 項 各 号 に 規 定 す る

図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 出 が あ っ た 場 合 に お い て 、 協 議 が 成 立 し

た と き は 、 建 築 物 の 新 築 、 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更 又 は 第 一 種 特 定 工 作 物

の 新 設 協 議 成 立 通 知 書 （ 様 式 第 ２ ３ 号 の ３ ） に よ り 申 出 者 に 通 知 す る も の

と す る 。     

  （ 許 可 の 承 継 の 届 出 ）   

第 １ ８ 条  法 第 ４ ４ 条 の 規 定 に よ る 承 継 を し た 者 は 、 速 や か に 許 可 承 継 届 出  

書 （ 様 式 第 ２ ４ 号 ） に 当 該 地 位 を 承 継 し た こ と を 証 す る 書 類 そ の 他 市 長 が

必 要 と 認 め る 図 書 を 添 え て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

  （ 開 発 許 可 の 承 継 の 承 認 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 １ ９ 条  法 第 ４ ５ 条 の 規 定 に よ る 承 認 を 受 け よ う と す る 者 は 、 開 発 許 可 承

継 承 認 申 請 書 （ 様 式 第 ２ ５ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 請 書 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 （ 自 己 の 居 住 の 用 に 供 す る 住

宅 の 建 築 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う 開 発 行 為 等 に あ っ て は 、 第 ２ 号 及 び 第 ３

号 に 掲 げ る も の を 除 く 。） を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

  ( 1 ) 都 市 図  

( 2 ) 第 ４ 条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 申 請 者 の 資 力 及 び 信 用 に 関 す る 書 類  

 ( 3 )  省 令 第 １ ６ 条 第 ５ 項 に 規 定 す る 資 金 計 画 書 及 び 自 己 資 金 又 は 借 入 金
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の 調 達 が 可 能 で あ る こ と を 証 す る 書 類  

  ( 4 )  承 認 を 受 け よ う と す る 者 が 開 発 許 可 を 受 け た 者 か ら 当 該 開 発 区 域 内

の 土 地 の 所 有 権 そ の 他 当 該 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 を 施 行 す る 権 原 を 取

得 し た こ と を 証 す る 書 類  

  ( 5 ) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 図 書  

３  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 承 認 の 決 定 を し

た と き は 開 発 許 可 承 継 承 認 通 知 書 （ 様 式 第 ２ ６ 号 ） に よ り 、 不 承 認 の 決 定

を し た と き は 開 発 許 可 承 継 不 承 認 通 知 書 （ 様 式 第 ２ ７ 号 ） に よ り 申 請 者 に

通 知 す る も の と す る 。  

  （ 開 発 登 録 簿 の 調 書 ）  

第 ２ ０ 条  省 令 第 ３ ６ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 開 発 登 録 簿 の 調 書 の 様 式 は 、 様 式

第 ２ ８ 号 と す る 。  

  （ 許 可 済 み の 標 識 の 掲 示 ）  

第 ２ １ 条  法 第 ２ ９ 条 第 １ 項 及 び 第 ４ ３ 条 の 許 可 を 受 け た 者 は 、 工 事 の 期 間  

中 当 該 区 域 内 の 見 や す い 場 所 に 許 可 済 み の 標 識 （ 様 式 第 ２ ９ 号 ） を 掲 示 し

て お か な け れ ば な ら な い 。  

 （ 公 示 の 標 識 ）  

第 ２ ２ 条  法 第 ８ １ 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 標 識 の 様 式 は 、 様 式 第 ３ ０ 号 の と お

り と す る 。  

  （ 開 発 行 為 又 は 建 築 に 関 す る 証 明 書 の 交 付 の 申 請 及 び 通 知 ）  

第 ２ ３ 条  省 令 第 ６ ０ 条 の 規 定 に よ り 法 第 ２ ９ 条 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 の ２ 第 １

項 、 第 ４ １ 条 第 ２ 項 、 第 ４ ２ 条 又 は 第 ４ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に 適 合 し て い る

こ と を 証 す る 書 面 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者 は 、 開 発 行 為 又 は 建 築 に 関 す

る 証 明 書 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 ３ １ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 申 請 書 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 図 書 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

( 1 ) 当 該 開 発 区 域 又 は 当 該 建 築 物 等 の 敷 地 を 明 ら か に す る 公 図 の 写 し  

 ( 2 ) 都 市 図  

 ( 3 ) 建 築 敷 地 求 積 図  

 ( 4 ) 申 請 内 容 を 明 ら か に す る 図 書  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 当 該 申 請 内 容

を 適 当 と 認 め た と き は 、開 発 行 為 又 は 建 築 に 関 す る 証 明 書（ 様 式 第 ３ ２ 号 ）

を 申 請 者 に 交 付 す る も の と す る 。  

  （ 身 分 証 明 書 の 様 式 ）  

第 ２ ４ 条  法 第 ８ ２ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 身 分 を 示 す 証 明 書 の 様 式 は 、 立 入 検

査 証 （ 様 式 第 ３ ３ 号 ） の と お り と す る 。  

 （ 図 面 へ の 記 名 ）  

第 ２ ５ 条  こ の 規 則 に 定 め る 図 面（ 都 市 図 を 除 く 。）に は 、こ れ を 作 成 し た

者 が 記 名 を し な け れ ば な ら な い 。  

  （ 官 公 庁 の 作 成 に 係 る 書 類 の 取 扱 い ）  

第 ２ ６ 条  法 及 び こ の 規 則 に 基 づ き 市 長 に 提 出 す る 書 類 の う ち 、 官 公 庁 の 作  

成 に 係 る も の（ 第 ４ 条 第 ７ 項 に 規 定 す る 印 鑑 証 明 書 を 除 く 。）は 、そ の 作

成 後 ３ か 月 以 内 の も の で な け れ ば な ら な い 。  
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（ 添 付 図 書 の 省 略 等 ）  

第 ２ ７ 条  同 時 に ２ 以 上 の 申 請 を す る 場 合 に お い て 、 各 申 請 書 に 添 付 す る 図

書 に 共 通 の も の が あ る と き は 、 当 該 図 書 の 部 数 は 、 申 請 書 の 数 に か か わ ら

ず ２ 部 と す る こ と が で き る 。  

２  前 項 の 場 合 に お い て は 、 当 該 申 請 書 に 、 そ の 旨 を 記 載 し な け れ ば な ら な

い 。  

（ 添 付 図 書 の 原 本 の 還 付 請 求 ）  

第 ２ ８ 条  申 請 人 は 、 添 付 図 書 の 原 本 の う ち 、 市 長 が 法 第 ３ 章 第 １ 節 の 施 行

に 係 る 手 続 上 支 障 が な い と 認 め る も の に つ い て は 、 そ の 還 付 を 請 求 す る こ

と が で き る 。  

 （ 書 類 の 提 出 部 数 ）  

第 ２ ９ 条  法 、 政 令 、 省 令 及 び こ の 規 則 に 基 づ き 市 長 に 提 出 す る 申 請 書 に 添

付 す る 図 書 の 部 数 は 、 ２ 部 と す る 。  

 （ 開 発 行 為 許 可 申 請 手 数 料 等 の 減 免 ）  

第 ３ ０ 条  市 長 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、 千 葉 市 建 築 関 係

手 数 料 条 例 別 表 ４ ７ の 項 か ら ５ ２ の 項 ま で に 掲 げ る 手 数 料 を 減 額 し 、 又 は

免 除 す る こ と が で き る 。  

 ( 1 ) 災 害 そ の 他 特 別 の 理 由 が あ る と 認 め ら れ る と き 。  

 ( 2 ) 納 入 者 が 国 又 は 地 方 公 共 団 体 で あ っ て 、当 該 開 発 行 為 等 が 公 益 上 特

に 必 要 で あ る と 認 め ら れ る と き 。  

 ( 3 ) 前 ２ 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、公 益 上 そ の 他 の 理 由 に よ り 手 数 料 の 全

額 を 徴 収 す る こ と が 不 適 当 で あ る と 認 め ら れ る と き 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 手 数 料 の 減 額 又 は 免 除 を 受 け よ う と す る 者 は 、 次 に 掲

げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 に 減 額 又 は 免 除 を 必 要 と す る 理 由 を 証 す る 資 料

を 添 付 し て 、 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

  ( 1 )   申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称 及 び 住 所 又 は 所 在 地  

  ( 2 )   手 数 料 の 額 及 び 減 額 又 は 免 除 を 受 け よ う と す る 手 数 料 の 額  

  ( 3 )   減 額 又 は 免 除 を 必 要 と す る 理 由  

   附  則  

 この規則は、平成４年４月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、平成５年６月２５日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、平成６年１０月１日から施行する。  

２  この規則の施行前にこの規則による改正前の千葉市開発行為等に関する規則の規

定により作成された様式で、現に存するものは、この規則による改正後の千葉市開

発行為等の規制に関する規則の規定にかかわらず、なお当分の間、必要な箇所を修

正して使用することができる。  

附  則  

１  この規則は、平成８年４月１日から施行する。  

２  この規則の施行前にこの規則による改正前の千葉市開発行為等の規制に関する規

則様式第１号の規定により作成された様式で、現に存するものは、この規則による
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改正後の開発行為等の規制に関する規則様式第１号の規定にかかわらず、なお当分

の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この規則は、平成１１年５月１日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、平成１２年４月１日から施行する。  

２  開発行為許可申請等に係る手数料規則 (昭和４７年千葉市規則第２０号 )は、廃止

する。  

附  則  

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、平成１３年５月１８日から施行する。  

２  この規則の施行の日前になされた第４条の規定による改正前の千葉市開発行為等

の規制に関する規則第１８条第１項に規定する確認の申請に対してなされる通知

については、同規則第１８条第２項並びに様式第２４号及び様式第２５号の規定は、

なおその効力を有する。  

３  この規則の施行前に作成された様式で現に存するものは、この規則による改正後

の千葉市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則及び千

葉市開発行為等の規制に関する規則の規定にかかわらず、なお当分の間、必要な箇

所を修正して使用することができる。  

附  則  

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、平成１７年４月１日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、平成１９年１１月３０日から施行する。  

   附  則  

１  この規則は、平成２１年４月１日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

   附  則  

１  この規則は、平成２２年４月１日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  
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附  則  

１  この規則は、平成２６年６月１日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

   附 則  

１  この規則は、平成２８年４月１日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この規則は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第２９条第１項、同項

第３号、第２項及び同項第１号、様式第６号、様式第９号、様式第１４号、様式第

１７号、様式第１９号、様式第２０号、様式第２１号の２及び様式第２１号の３、

様式第２２号並びに様式第３３号の改正規定は、公布の日から施行する。  

２  前項ただし書に規定する規定の施行の際現にこの規則による改正前の様式により

調整された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

   附 則  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調整された用紙は、

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  

附  則  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

附  則  

１  この規則は、令和７年５月２６日から施行する。  

２  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用紙は、  

当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。  
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様式第１号  （第３条第２項）  

自  己  用 

非 自 己 用 

 

開発行為に関する事前審査願  

 

年  月  日  

 

 （あて先）千葉市長  

 

                                申請者  住  所  

                                        氏  名  

連絡先  

 

 

 

  このことについて、開発行為許可申請書を提出したいので、関係図書を添

えて事前審査をお願いします。  

 

 

  代理人（設計担当者）連絡先  

 

 

  住 所  

 

 

  氏 名  

 

 

  電 話  

 

 電子メールアドレス  

            ＠  

受 付 欄  

 

 

備考 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。  
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様式第２号  （ 第 ３ 条 第 ２ 項 ）  

  そ の １  

設   計   説   明   書  

設  計  の  概  要  

１  

設  

計  

の  

方  

針  

 

 ２  

土 （  

地 地  

の 目  

の 別  

現 概  

況 要  

  ）  

区   分  宅  地  農  地  山  林  そ の 他  計  

土

地

の

現

況  

（
地
目
別
概
要
） 

面  積       

比  率       

 ３  

 土  

 地  

 利  

 用  

 計  

 画  

区   分  宅  地  公 共 用 地  未 利 用 地  そ の 他  計  

面  積       

比  率       

 ４  

 公  

 共  

 施  

 設  

 整  

 備  

 計  

 画  

区  分  道 路 敷 地  
水 路 及 び

下水道敷地  

公 園 及 び

緑地等用地  

消防用貯水  

施 設 用 地

あ  

そ の 他  

面  積  
     

比  率  
     

都 市 計 画  

街   路  

 その他の都  

市計画施設  

 

 ５  

 摘  

 要  

 

備考  １  面積は平方メートル、比率はパーセントを単位とする。  

   ２  ４欄の比率は、３欄の面積の合計に対する各公共施設の敷地面積の

比率とする。  

   ３  ５欄には、開発行為により設置される公益的施設（学校・保育所・     

幼稚園・官公庁施設・購買施設・医療施設）の用地の面積等 を記載す

ること。   
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  その２  

公共施設の管理者等に関する事項  

 

種  

類  

番  

号  

概      要  
 

管理者  
用地の  

帰 属  

 

摘 要  

幅員・寸法  延 長  面 積  

           ｍ          ㎡     

 

備考  １  番号は、施設の種類別に付すこと。  

   ２  公共施設の次に公益的施設を記載すること。  

   ３  公共施設の摘要には、（新設）（付け替え）（拡幅）の別を記載し、  

    新設以外の場合は、従前の施設の概要及び管理者を記載すること。  
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様式第２号の２（第３条第２項）  

盛土又は切土に関する工事の概要書 

 

1 工 事 主  住 所 ・ 氏 名 
（法人役員 住所・氏名） 

 

                         

2 設 計 者  住 所 ・ 氏 名  

3 工事施行者  住所・氏名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番  
（代表地点の緯度経度） 
 

 

（緯度：       度      分      秒、  
経度：       度      分      秒）  

5 土 地 の 面 積   平方メートル  

6 工事着手前の土地利用状況  

7 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用   

8 盛 土 の タ イ プ 平地盛土  ・  腹付け盛土  ・  谷埋め盛土  

9 土 地 の 地 形 渓流等への該当   有  ・  無  

 ア  盛土又は切土の高さ  メートル  

イ  盛土又は切土をする
土地の面積  

平方メートル  

ウ  盛土又は切土の土量  盛  土  立法メートル  

切  土  立法メートル  

10 エ  擁 壁 番  号  構  造  高  さ  延  長  

工 
 

事 
 

の 
 

概 
 

要 

  メ ー ト ル  メ ー ト ル  

  メ ー ト ル  メ ー ト ル  

  メ ー ト ル  メ ー ト ル  

オ  崖 面 崩 壊 防 止 施 設  番  号  構  造  高  さ  延  長  

  メ ー ト ル  メ ー ト ル  

  メ ー ト ル  メ ー ト ル  

  メ ー ト ル  メ ー ト ル  

カ  排 水 施 設 番  号  構  造  高  さ  延  長  

  
メ ー ト ル  メ ー ト ル  

  
メ ー ト ル  メ ー ト ル  

  
メ ー ト ル  メ ー ト ル  

キ  崖 面 の 保 護 の 方 法   

ク  崖面以外の地表面の
保護の方法  

 

ケ  工事中の危害防止の
ための措置  

 

 コ  そ の 他 の 措 置  

サ  工事着手予定年月日  年    月    日  

シ  工事完了予定年月日  年    月    日  

ス  工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  
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〔注意〕  

1 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の規制を受ける

場合は、本用紙を記入してください。  

2 1 欄の工事主、2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。  

3 1 欄の工事主が法人であるときは、工事主住所氏名のほか、当該法人の役員住所

氏名を記入してください。  

4 3 欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。  

5 4 欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第１

位まで記入してください。  

6 8 欄は、該当する盛土タイプに〇印を付してください。（複数選択可）  

7 9 欄は、渓流等（宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６

号）第７条第２項第２号に規定する土地をいう。）への該当の有無のいずれかに〇

印を付してください。  
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様式第３号  （第４条第７項）  

開 発 行 為  施 行  同 意 書  

  開 発 許 可 申 請 者 氏 名 

    （                 ）の施行に係る開発行為については、異議がないのでその施行に同意します。  

所在及び地番  
地目 又 は 工作  

物 の 種 類  

地積又は工作

物 の 延 面 積  
権利の種類  同意年月日  同意権者の住所氏名  印  摘 要  

        

        

        

        

        

        

        

 備考  １  同意権者とは、開発区域等の土地及び開発区域等にある建築物その他の工作物の所有権者、抵当権者その他の権利  

     を有する者とする。  

    ２  同意権者については、当該同意印の印鑑証明書１部を添付すること。
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様式第４号  （第４条第８項）  

開発行為に関する設計者の資格申告書  

                               年   月   日  

（あて先）千葉市長  

                                  申告者  住所  

                                        氏名  

 

 

次のとおり設計者の資格について申告します。  

１  
設計者の氏名

及び生年月日  

 ふりがな（                ）  

                                     年   月   日生  

２  最 終 学 歴  
              （学校名）  （学部名）  （学科名）  

       年  月  

卒業  

中退  

３  現 住 所 等  
 事務所電話番号（       ）   自宅電話番号（       ）  

 

４  資 格 免 許 等  
 

５  

 

 

実  

 

務  

 

経  

 

歴  

職  

務  

経  

歴  

会社又は事務所名  職  務  内  容  期   間  年数  年数計  

        年        年  

     

     

     

     

工  

事  

及  

び  

設  

計  

経  

歴  

工事名  工事発注者  工事施行場所  工事面積  実務内容  期間  

      

      

      

      

      

備考 １  申告者は、設計者が法人の従業員である場合は、当該法人とし、
その他の場合は、設計者自身とする。  

２  ２及び４欄については、それぞれ当該申告事項を証する書類を添
付すること。  

３  ５欄については、市長が必要と認めるときは、当該申告事項を証
する書類を添付すること。  
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様式第５号  （第５条）  

（表）  

既 存 の 権 利 者  の 届 出 書  

                     年   月   日  

（あて先）千葉市長  

                                届出者  住所  

                                       氏名  

 

                     

都市計画法第３４条第１３号の規定により、次のとおり届け出ます。  

１  

 

届  出   者   の   職   業  

（法人にあっては，その業務の内容）  

 

２  

届  

出  

に  

係  

る  

土  

地  

の  

表  

示  

所   在  地 番  地目  地 積  

                ㎡  

    

    

    

    

３  
市街化調整区域の決定又は  

変更のあった年月日  

 

    年   月   日  

４  
３の時期において土地又は  

権利を有していた目的  
居  住  用        業  務  用  

５  予  定  建  築  物  の  用  途  
 

６  
権利の種類  

内   容  

  種  類   

  内  容   

７  権利を取得した年月日      年   月   日  

８  

届出に係る土地に建築物を建築又は第一種特

定工作物を建設しようとする際、開発行為を伴

う必要の有無  

有    無  

※ 受付欄  
年 月 日    年   月    日  

番   号  第     号  

 （注）  裏面の注意事項をよく読んでから記載すること。  
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（裏）  

注     意     事     項  

 

 

１  届出に関する注意事項  

 

(1) この届出書は、自己の居住又は業務の用に供する建築物を建築し、又は第一

種特定工作物を建設する目的で都市計画法による市街化調整区域内の土地又は

土地の利用に関する権利を有していた者が、その旨を当該市街化調整区域に関

する都市計画の決定又は変更のあった日から６箇月以内に千葉市長に届け出る

場合に用いるものである。  

(2) 「自己の居住の用に供する」とは、自らの生活の本拠として使用することを

いい、ここにいう自己とは自然人に限り、会社等の従業員宿舎又は組合が組合

員に譲渡する住宅の建設のために行う行為等は含まない。  

  (3) 「自己の業務の用に供する建築物」とは、分譲住宅及び賃貸住宅並びに賃貸

用の事務所、倉庫及び店舗等を含まず、ホテル、旅館、結婚式場、中小企業共

同組合の事業用共同施設及び会社等の従業員用福利厚生施設（従業員宿舎を除

く。）を含む。  

  (4) 届出に係る土地において開発行為を行うため農地法第５条の規定による許可

を必要とする場合は、市街化調整区域となる前に当該許可を受けていなければな

らない。  

 (5) 届出に係る土地に開発行為をし、又は建築物の建築又は第一種特定工作物の

建設を行う場合には、この届出をしたうえで別途に都市計画法第２９条第１項

又は第４３条の許可を受ける必要があるので留意すること。   

 

２  記載上の注意  

 

 (1)  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。  

(2) ※印のある欄には、記載しないこと。  

 (3) ４欄及び５欄の記載に当たっては、具体的な目的及び用途を記載すること。 

 (4) ６欄のうち権利の内容の欄については、土地の利用に関する所有権以外の権

利（地上権、借地権等）を有する場合だけ記載すること。  

(5) ８欄の有無の記載について、農地等宅地以外の土地を宅地とする場合は、原

則として開発行為を伴うもの（従って、都市計画法第２９条第１項の許可すな

わち開発許可を必要とする。）として取り扱われるので、これにより記載するこ

と。  
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様式第５号の２  （第６条第１項）  

開 発 行 為 協 議 申 出 書 

 

 都市計画法第３４条の２第１項の規定により、開発行為の協議を申し

出ます。  

     年   月   日    

 

（あて先）千葉市長  

 

                             申出者   住所  

                                   氏名                              

 

開  

 

発  

 

行  

 

為  

 

の  

 

概  

 

要  

１  開発区域に含まれる地域の

名称  

 

２  開 発 区 域 の 面 積   

３  予 定 建 築 物 の 用 途  
 

４  工 事 施 行 者 住 所 氏 名  
 

５  工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日     

６  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日  

７  
自己の業務の用に供するも

の、その他のものの別  

 

８  
法第３４条の該当号及び該

当する理由  

 

９  そ の 他 必 要 な 事 項 
 

※受 付 番 号 年    月    日  第    号  

備考  １  工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及

び代表者の氏名を記載すること。  

２  「法第 34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申出に係る開発行為

が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。  

３  「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地

法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況

を記載すること。  

４  ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第５号の３  （第６条第３項）  

 千   第     号  

 

 

開 発 行 為 協 議 成 立 通 知 書 

 

 

                                  住所  

                                  氏名             様               

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申出のありました開

発行為については、協議が成立したので、千葉市開発行為等の規制に関す

る規則第６条第３項の規定により通知します。  

 

      年   月   日  

 

千葉市長             印  

 

開  

 

発  

 

行  

 

為  

 

の  

 

概  

 

要  

１  
開 発 区 域 に 含 ま れ る 地 域

の名称  

 

２  開 発 区 域 の 面 積                              ㎡  

３  予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

４  工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

５  工 事 着 手 予 定 年 月 日     年    月    日  

６  工 事 完 了 予 定 年 月 日     年    月    日  

７  
自 己 の 業 務 の 用 に 供 す る
もの、その他のものの別  

 

８  
法 第 ３ ４ 条 の 該 当 号 及 び

該当する理由  

 

９  そ の 他 必 要 な 事 項 
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様式第６号  （第７条）  

千葉市指令  第    号  

 

開 発 行 為 許 可 通 知 書 

 

                                  住所  

                                  氏名              様  

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発

行為については、次の条件を付して許可したので、都市計画法第３５条第２

項の規定により通知します。  

 

      年  月  日  

千葉市長             印  

 

条件  
 

開  

 

発  

 

行  

 

為  

 

の  

 

概  

 

要  

１  開発区域に含まれる地域の名称   
 

２  開 発 区 域 の 面 積                               ㎡  

３  予 定 建 築 物 等 の 用 途    

４  工 事 施 行 者 住 所 氏 名    

５  工 事 着 手 予 定 年 月 日       年   月   日  

６  工 事 完 了 予 定 年 月 日       年   月   日  

７  

自己の居住の用に供するもの、  

自己の業務の用に供するもの、  

その他のものの別 ああああああ  

 

 

 

 

８  
法第３４条の該当号及び該当する

理由  
 

 

９  そ の 他 必 要 な 事 項   
 

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  
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様式第７号  （第７条）  

千葉市指令  第    号  

 

 

開 発 行 為 不 許 可 通 知 書 

 

 

                                  住所  

                                  氏名               様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発

行為の施行については、次の理由により許可しませんので、都市計画法第  

３５条第２項の規定により通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

 不許可理由  

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してするこ

とができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起するこ

とができます。  
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様式第８号  （第８条第１項）  

開発行為変更許可申請書  

  都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為  

の変更の許可を申請します。  

 ※手数料欄  

                      年   月  日  

（あて先）千葉市長  

                            許可申請者   住所  

                                      氏名  

 

開  

発  

行  

為  

変  

更  

の  

概  

要  

１  
開発区域に含まれる  

地域の名称ああああ  

 

 

 

２  開 発 区 域 の 面 積   ㎡  

３  予定建築物等の用途   
 

４  工事施行者住所氏名   
 

５  
自己の居住の用に供するもの、  

自己の業務の用に供するもの、  

その他のものの別 

 

 

 

 

６  
法第３４条の該当号
及び該当する理由  

 
 

７  そ の 他 必 要 な 事 項    

 開 発 行 為 の 許 可 番 号       年  月  日    第   号  

 変 更 の 理 由    

 ※   受 付 番 号       年  月  日    第   号  

 ※   変更許可に付した条件    

 ※   変 更 許 可 番 号       年  月  日    第   号  

 
備考  
１  工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。  
２  「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街

化調整区域内において行われる場合に記載すること。  
３  「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他

の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。  
４  開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前及び  変更

後の内容を対照させて記載すること。  
５   ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第９号  （第８条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

 

開 発 行 為 変 更 許 可 通 知 書 

 

 

                                     住所  

                                     氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第     号）で申請のありました開
発行為の変更については、次の条件を付して許可したので、都市計画法第
３５条の２第４項において準用する同法第３５条第２項の規定により通
知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

条件  
 

開  

発  

行  

為  

変  

更  

の  

概  

要  

１  
開 発 区 域 に 含 ま れ る  

地域の名称あああああ

あ  

  

２  開 発 区 域 の 面 積  
 

㎡  

３  予 定 建 築 物 等 の 用 途  
  

４  工 事 施 行 者 住 所 氏 名  
  

５  

自己の居住の用に供するもの、 

自己の業務の用に供するもの、 
その他のものの別 

  

６  
法第３４条の該当号及び  

該当する理由  

  

７  そ の 他 必 要 な 事 項  
  

開発行為の許可番号   年  月  日    第   号  

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。
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様式第１０号  （第８条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

 

開 発 行 為 変 更 不 許 可 通 知 書 

 

 

                                      住所  

                                      氏名            様  

 

 

  年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発

行為の施行については、次の理由により許可しませんので、都市計画法第３

５条の２第４項において準用する同法第３５条第２項 の規定により通知

します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

 不許可理由  

審査請求等について  

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してするこ

とができます。  

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起するこ

とができます。  
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様式第１１号  （第９条第１項）  

 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

 

年  月  日  

 

 

 （あて先）千葉市長                                                 

 

 

                                  届出者  住所                     

                                         氏名                  

 

 

 

  都市計画法第３５条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更につい

て下記により届け出ます。  

 

記  

 

 

備考  １  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。  

２  「変更の内容」は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。  

 

 

 

 

１  

 

 

 

 変 更 の 内 容  

 

 

 

 

２  

 

 

 

 変 更 の 理 由  

 

 

 

 

３   開発許可の許可番号            年  月  日  千葉市指令   第     号  
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様式第１１号の２ （第９条の２第１項）  

 

開 発 行 為 変 更 協 議 申 出 書 

都市計画法第３５条の２第４項において準用する同法第３４条の２第

１項の規定により、開発行為の変更の協議を申し出ます。  

                                              年  月   日  

（あて先）千葉市長  

 

                               申出者  住所 

                                   氏名                               

開 

発 

行 

為 

変 

更 

の 

概 

要 

１ 
開発区域に含まれる  

地域の名称  

 

２ 開 発 区 域 の 面 積 ㎡ 

３ 予定建築物等の用途  
 

４ 工事施行者住所氏名  
 

５  

自己の居住の用に供するもの、 
自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

 

６  
法第３４条の該当号及び

該当する理由  

 

７  そ の 他 必 要 な 事 項  
 

 開発行為の協議成立番号     年  月  日   第   号 

 変 更 の 理 由  

 ※ 受 付 番 号     年  月  日   第   号 

備考   １  工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。  

２  「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為

が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。  

３  「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法

その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記

載すること。  

４  開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前及び  

変更後の内容を対照させて記載すること。  

５   ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第１１号の３ （第９条の２第３項）  

千  第     号 

 

 

開 発 行 為 変 更 協 議 成 立 通 知 書 

 

 

                                     住所  

                                       氏名           様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第     号）で申出のありました開

発行為の変更については、協議が成立したので、千葉市開発行為等の規制に

関する規則第９条の２第３項の規定により通知します。  

 

      年  月  日 

 

千葉市長             印  

 

開  

発  

行  

為  

変  

更  

の  

概  

要  

１  
開 発 区 域 に 含 ま れ る  

地域の名称あああああ

あ  

  

２  開 発 区 域 の 面 積  
 

㎡  

３  予 定 建 築 物 等 の 用 途  
  

４  工 事 施 行 者 住 所 氏 名  
  

５  

自己の居住の用に供するもの、 
自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

  

６  
法第３４条の該当号及び  

該当する理由  

  

７  そ の 他 必 要 な 事 項  
  

開発行為の協議成立番号    年  月  日    第   号  
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様式第１２号  （第１０条）  

 

開 発 行 為 に 関 す る 工 事 着 手 届 出 書 

 

年  月  日  

 

 

 （あて先）  千葉市長                                                 

 

 

                            開発行為施行者 住所                   

                                            氏名                

 

                            工 事 施 行 者 住所  

                                          氏名                  

 

 

 

  開発行為に関する工事に着手するので、下記のとおり届け出ます。  

 

記  

許可番号・許可年月日  千葉市指令    第    号     年    月    日  

開発区域に含まれる地

域の名称ああああああ  
 

工 事 着 手 年 月 日       年   月   日  

工 事 完 了 予 定 年 月 日       年   月   日  

現 場 管 理 者  

  工事施行者又は  

  工事施行者の定  

  め   た   者  

氏名  

連絡先  

工程：  

備考  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。  
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様式第１３号  （第１３条第１項）  

工事完了公告以前の建築（建設）承認申請書  

 都市計画法第３７条第１号の規定により、開発行為に関する工事の完了公告

以前の建築（建設）の承認を申請します。  

                    年   月  日  

 （あて先）千葉市長  

                            承認申請者   住所  

                                       氏名  

                     

                    

１  

開  
発  
許  
可  
の  
概  
要  

(1) 
開 発 許 可 を 受 け た 者

の住所及び氏名  

  

(2) 
開 発 許 可 の 番 号 及 び

年月日  

 
 千葉市指令   第    号    年   月   日  

(3) 
開 発 区 域 に 含 ま れ る

地域の名称  

  

２  
開発 行為 に関 する 工事の

進行 状況 ああ ああ あああ  

  

３ 

建
築(
建
設)

の
概
要 

(1) 

建築（建設）をしよう  

と す る 土 地 の 所 在 及

び地番  

  

(2) 
建築（建設）をしよう

とする土地の面積  

 
                                    ㎡  

(3) 
建築物（特定工作物）

の構造及び規模  

 
 

(4) 
建築物（特定工作物）

の用途  

  

４  
工 事 完 了 以 前 に 建 築  

（建設）しようとする理由  

            

※ 受付欄  
年 月 日     年   月   日  

番   号  第     号  

備考   １  承認申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。  

２  ２欄には、整地工事、排水施設工事、道路工事、擁壁工事等の区分により

着手した工事について申請書提出の日における当該工事の完了又は工事中

の別を記載すること。  

３  ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第１４号  （第１３条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

工事完了公告以前の建築（建設）承認通知書  

 

 

                                     住所  

                                     氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発
行為に関する工事完了公告以前の建築（建設）は、次の条件を付して承認し
たので、千葉市開発行為等の規制に関する規則第１３条第３項の規定により
通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

条件  
 

１  

開  
発  
許  
可  
の  
概  
要  

(1) 
開 発 許 可 を 受 け た 者

の住所及び氏名  

  

(2) 
開 発 許 可 の 番 号 及 び

年月日  

 
 千葉市指令   第    号    年   月   日  

(3) 
開 発 区 域 に 含 ま れ る

地域の名称  

  

２ 

建
築(

建
設)

の
概
要 

(1) 

建築（建設）をしよう

とする土地の所在及び

地番  

 

(2) 
建築（建設）をしよう

とする土地の面積  
                                     ㎡  

(3) 
建築物（特定工作物）

の構造及び規模  

 

(4) 
建築物（特定工作物）

の用途  

 

 備考  この承認を受けても、建築物等を建築（建設）しようとするときは、建築   

   基準法による確認を別途受けなければならないので、注意すること。  

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  
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様式第１５号  （第１３条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

工事完了公告以前の建築（建設）不承認通知書  

 

 

                                     住所  

                                     氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発

行為に関する工事完了公告以前の建築（建設）については、次の理由により

承認しませんので、千葉市開発行為等の規制に関する規則第１３条第３項の

規定により通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

 不承認理由  

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することが

できます。   
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様式第１６号  （第１５条第１項）  

 

市街化調整区域内における建築物の特例許可申請書  

  都市計画法第４１条第２項ただし書の規定により、市街  

化調整区域内における建築物の建築の許可を申請します。  

 ※手数料欄  

                                                  年  月  日  

（あて先）千葉市長  

                            許可申請者   住所  

                                       氏名  

 

 

 
１  

開  

発  

許  

可  

の  

概  

要  

(1) 

 

開 発 許 可 を 受 け た

者 の 住 所 及 び 氏 名  

  

(2) 

 

開 発 許 可 の 番 号 及

び 年 月 日  

 

千葉市指令   第    号     年   月   日  

(3) 開 発 許 可 を 受 け た

際 に 付 せ ら れ た 建

築 物 の 制 限 の 内 容  

 
建  ぺ  い  率  高さ  壁面の位置  その他  

    

２  

 

建築をしようとする土

地 の 所 在 及 び 地 番  

  

３  建 築 物 の 概 要  
 

建  ぺ  い  率  高さ  壁面の位置  その他  

 
      

４  

 

制限をこえる建築物を

建築しようとする理由  

 

 

 

※ 受付欄  

年 月 日     年   月   日  

番   号  第     号  

備考   １  許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。  

２  ※印のある欄には、記載しないこと。  



36 

様式第１７号  （第１５条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

市街化調整区域内における建築物の特例許可通知書  

 

                                     住所  

                                     氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました建築

物の建築については、許可したので、千葉市開発行為等の規制に関する規則

第１５条第３項の規定により通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

１  

開  

発  

許  

可  

の  

概  

要  

(1) 

 

開発許可を受 けた

者の住所及び 氏名  

  

(2) 

 

開発許可の番 号及

び 年 月 日  

 

千葉市指令   第    号     年   月   日  

(3) 開発許可を受 けた

際に付せられ た建

築物の制限の 内容  

 
建  ぺ  い  率  高さ  壁面の位置  その他  

    

２  

 

建築をしようとする土

地 の 所 在 及 び 地 番  
  

３  建  築  物  の  概  要   

建  ぺ  い  率  高さ  壁面の位置  その他  

    

４  許 可 に 付 し た 条 件   

  備考  この許可を受けても、建築物等を建築しようとするときは、建築基準法に   

    よる確認を別途受けなければならないので、注意すること。  

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日か  

ら起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  
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様式第１８号  （第１５条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

市街化調整区域内における建築物の特例不許可通知書  

 

 

                                     住所  

                                     氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました市街

化調整区域内における建築物の特例許可については、次の理由により許可し

ませんので、千葉市開発行為等の規制に関する規則第１５条第３項の規定に

より通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

 不許可理由  

審査請求等について  

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることが

できます。  

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することが

できます。   
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様式第１９号  （第１６条第１項）  

 

予定建築物以外の建築等許可申請書  

 都市計画法第４２条第１項の規定により、予定建築物（特定工  
 ※  手数料欄  

                                    新築（新設）  

作物）以外の建築物（特定工作物）の   改    築    の許可を申請します。  

                   用途の変更  

                                              年  月   日  

（あて先）千葉市長  

                            許可申請者   住所  

                                        氏名  

                   

                    

１  

開  

発  

許  

可  

の  

概  

要  

(1) 

 

開発許可を受けた者の

住 所 及 び 氏 名 

 

(2) 

 

開 発 許 可 の 番 号 及 び  

年 月 日  
千葉市指令   第    号     年   月   日  

(3) 

 

 

開発許可を受けた際の

予 定 建 築 物  

（ 特 定 工 作 物 ）  

 

２  

 

建築等をしようとする土地 

の 所 在 及 び 地 番 

 

３  

 

 

新築（新設）、改築又は用途

の 変 更 後 の 建 築 物  

（ 特 定 工 作 物 ） の 用 途  

 

４  

３の用途が都市計画法第３４

条

第

１

号

か

ら

第

８

号

の

２

ま

で

３の用途が都市計画法第３４

条 各 号 に 掲 げ る 建 築 物  

（特定工作物）のいずれかに該当

するかの記載及びその理由  

 

５  変 更 し よ う と す る 理 由  
 

※ 受付欄  
年 月 日    年   月    日  

番   号  第     号  

備考   １  許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。  

２  ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第２０号  （第１６条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

予定建築物以外の建築等許可通知書  

 

                                       住所  

                                       氏名           様  

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました建築
物（特定工作物）の     については、許可したので、千葉市開発行為等
の規制に関する規則第１６条第３項の規定により通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

１  

 

開  

発  

許  

可  

の  

概  

要  

(1) 

 

開発許可を受けた者の
住 所 及 び 氏 名 

 

(2) 

 

開 発 許 可 の 番 号 及 び  

年 月 日  
千葉市指令   第    号     年   月   日  

(3) 

 

 

開発許可を受けた際の
予 定 建 築 物  

（ 特 定 工 作 物 ）  

 

２  

 

建築等をしようとする土地 

の 所 在 及 び 地 番 

 

３  

 

 

新築（新設）、改築又は用

途 の 変 更 後 の 建 築 物  

（ 特 定 工 作 物 ） の 用 途  

 

４  

３の用途が都市計画法第３４

条

第

１

号

か

ら

第

８

号

の

２

ま

で

に

掲

げ

３の用途が都市計画法第３４

条 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 

（特定工作物）のいずれに該当 

するかの記載及びその理由  

 

５  変 更 し よ う と す る 理 由   

６  許 可 に 付 し た 条 件   

  備考   この許可を受けても、建築物等を建築（建設）しようとするときは、建築           

基準法による確認を別途受けなければならないので、注意すること。  

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日か  

ら起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  
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様式第２１号  （第１６条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

予定建築物以外の建築等不許可通知書  

 

 

                                      住所  

                                      氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました予定

建築物（特定工作物）以外の建築（建設）については、次の理由により許可

しませんので、千葉市開発行為等の規制に関する規則第１６条第３項の規定

により通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

 

不許可理由  

審査請求等について  

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることが

できます。  

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することが

できます。  
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様式第２１号の２ （第１６条の２第１項）  

 

予定建築物以外の建築等協議申出書 

 都市計画法第４２条第２項の規定により、予定建築物（特定工作物）以外の  

 

建築物（特定工作物）の         の協議を申し出ます。  

 

                                              年  月   日 

（あて先）千葉市長  

                              申出者   住所  

                                        氏名            印                 

１ 

開 

発 

許 

可 

の 

概 

要 

(1) 
開発許可を受けた者の

住所及び氏名  

 

(2) 
開発許可の番号及び年

月日 
     第   号     年  月  日 

(3) 

 

開発許可を受けた際の

予定建築物（特定工作

物） 

 

２ 
建築等をしようとする土地

の所在及び地番  

 

３ 

新築（新設）、改築又は用途

の変更後の建築物（特定工作

物）の用途  

 

４ 

３の用途が都市計画法第３４

条 各 号 に 掲 げ る 建 築 物 

（特定工作物）のいずれに該当

するかの記載及びその理由  

 

５ 変 更 し よ う と す る 理 由 
 

※ 受付欄 
年 月 日   年   月    日 

番   号 第     号  

   備考   ※印のある欄には、記載しないこと。  

 

 

新築（新設） 

改 築 

用途の変更  
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様式第２１号の３（第１６条の２第３項）  

千  第     号 

 

予定建築物以外の建築等協議成立通知書 

 

                                       住所 

                                       氏名           様  

 

    年   月   日付け（受付番号第     号）で申出のありました  

建築物（特定工作物）の     については、協議が成立したので、千葉市開

発行為等の規制に関する規則第１６条の２第３項の規定により通知します。  

 

      年  月  日 

 

千葉市長             印  

 

１ 

 

開 

発 

許 

可 

の 

概 

要 

(1) 

 

開発許可を受けた

者の住所及び氏名  

 

(2) 

 

開発許可の番号及

び年月日  
     第   号    年  月  日 

(3) 

 

 

開発許可を受けた

際の予定建築物（特

定工作物）  

 

２ 

 

建築等をしようとする土

地の所在及び地番  

 

３ 

 

新築（新設）、改築又は

用 途 の 変 更 後 の 建 築 物

（特定工作物）の用途  

 

４ ３の用途が都市計画法第

３４条各号に掲げる建築物 

（特定工作物）のいずれに

該当するかの記載及びそ

の理由  

 

５ 変更しようとする理由 
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様式第２２号  （第１７条第２項）  

千葉市指令  第     号  
 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更  
又は第一種特定工作物の新設許可通知書  

 

                                      住所  
                                      氏名            様  
 
     年  月  日付け（受付番号第     号）で申請のありました  

建 築 物  
第一種特定 の  については、許可したので、千葉市開発行為等の規制に  
工   作   物  

関する規則第１７条第２項の規定により通知します。  
 

      年  月  日  
 

千葉市長             印  
 

１  

あ  

あ  

あ  

あ  

あ  

建築物を建築しようとする
土地、用途の変更をしようと
する建築物の存する土地又
は第一種特定工作物を新設
しようとする土地の所在、地
番、地目及び面積  

 

２  

あ  

あ  

あ  

建築しようとする建築物、用
途の変更後の建築物又は新
設しようとする第一種特定
工作物の用途  

 

３  

あ  

あ  

改築又は用途の変更をしよ
うとする場合は既存の建築
物の用途  

 

４  

あ  

あ  

あ  

あ  

あ  

あ  

あ  

あ  

建築しようとする建築物、  
用途の変更後の建築物又は
新設しようとする第一種特
定工作物が法第３４条第１号
から第１０号まで又は令第
３６条第１項第３号ロからホ
までのいずれの建築物又は
第一種特定工作物に該当す
るかの記載及びその理由  

 

５  そ の 他 必 要 な 事 項  

６  許 可 に 付 し た 条 件  
 

  備考  この許可を受けても、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種      

特定工作物の新設をしようとするには、建築基準法による確認を別途受けな          

ければならないので、注意すること。  

 

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日か  

ら起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。  
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様式第２３号  （第１７条第２項）  

千葉市指令  第     号  

 

建 築 物 の 新 築 ， 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更  

又は第一種特定工作物の新設不許可通知書 

 

 

                                       住所  

                                       氏名           様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました建築

物（第一種特定工作物）の     については、次の理由により許可しませ

んので、千葉市開発行為等の規制に関する規則第１７条第２項の規定により

通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

不許可理由  

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３か月以内に、千葉市開発審査会に対してすることが

できます。  

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができ

ます。  
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様式第２３号の２ （第１７条の２第１項）  

 

建 築 物 の 新 築 、 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更  

又 は 第 一 種 特 定 工 作 物 の 新 設 協 議 申 出 書  

 

                     建 築 物  

都市計画法第４３条第３項の規定により、  第一種特定   の   

                    工作物  

 新   築 

 改   築  の協議を申し出ます。                     

用途の変更    

 新   設       

年   月   日 

（あて先）千葉市長  

 

申出者  住所  

   氏名           印  

              

１ 

建築物を建築しようとする土地、用

途の変更をしようとする建築物の

存する土地又は第一種特定工作物

を新設しようとする土地の所在、地

番、地目及び面積  

 

２ 

建築しようとする建築物、用途の

変更後の建築物又は新設しよう

とする第一種特定工作物の用途  

 

３ 
改築又は用途の変更をしようと

する場合は既存の建築物の用途  
 

４ 

建築しようとする建築物、用途の

変更後の建築物又は建築しよう

とする第一種特定工作物が法第

３４条第１号から第１０号まで

又は令第３６条第１項第３号ロ

からホまでのいずれの建築物又

は第一種特定工作物に該当する

かの記載及びその理由  

 

５ その他必要な事項   

※ 受付番号     年  月  日 第  号  

備考  ※印のある欄は記載しないこと。  
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様式第２３号の３ （第１７条の２第３項）  

千  第     号 

 

建 築 物 の 新 築 、 改 築 若 し く は 用 途 の 変 更 又 は  

第 一 種 特 定 工 作 物 の 新 設 協 議 成 立 通 知 書  

 

                                  住所  

                                  氏名              様  

 

  年  月  日付け（受付番号第     号）で申出のありました  

 

      の   については、協議が成立したので、千葉市開発行為等の  

 

規制に関する規則第１７条の２第３項の規定により通知します。  

 

      年  月  日 

 

千葉市長             印  

 

１ 

建築物を建築しようとする土地、

用途の変更をしようとする建築

物の存する土地又は第一種特定

工作物を新設しようとする土地

の所在、地番、地目及び面積  

 

２ 

建築しようとする建築物、用途の

変更後の建築物又は新設しよう

とする第一種特定工作物の用途  

 

３ 
改築又は用途の変更をしようと

する場合は既存の建築物の用途  
 

４ 

建築しようとする建築物、用途の

変更後の建築物又は建築しよう

とする第一種特定工作物が法第

３４条第１号から第１０号まで

又は令第３６条第１項第３号ロ

からホまでのいずれの建築物又

は第一種特定工作物に該当する

かの記載及びその理由  

 

５ その他必要な事項   

建 築 物 

第一種特定 

工 作 物 
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様式第２４号  （第１８条）  

 

許  可  承  継  届  出  書 

                                                年  月  日  

（あて先）千葉市長  

                               届出者  住所  

                                       氏名  

         

 

 

都市計画法第４４条の規定により許可に基づく地位を承継したので届け

出ます。  

１  

許  

可  

の  

概  

要  

(1) 

(1 

許 可 を 受 け た 者 の  

住 所 及 び 氏 名  

 

(2) 許可の番号及び年月日  千葉市指令   第    号    年   月   日  

(3) 

(1) 

許可に係る土地の表示  

又 は 地 域 の 名 称  

 

２  

届  

出  

前  

の  

承  

継  

の  

経  

過  

    被 承 継 者 の 住 所 及 び 氏 名       承継年月日  

        年   月   日  

        年   月   日  

        年   月   日  

        年   月   日  

３  届 出 に 係 る 承 継 年 月 日                  年     月     日  

４  承 継 の 原 因    

※ 受付欄  
年 月 日    年   月    日  

番   号  第     号  

備考   １  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。  

２  １の (3)欄は、法第２９条第１項の許可（開発許可）の場合は開発区域に含

まれる地域の名称を、法第４３条の許可（建築等許可）の場合は土地の表示

（所在、地番及び面積）を記載すること。  

３  ※印のある欄には、記載しないこと。
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様式第２５号  （第１９条第１項）  

 

開 発 許 可 承 継 承 認 申 請 書 

  都市計画法第４５条の規定により、開発許可に基づく  

地位の承継の承認を申請します。  

※手数料欄  

                                                   年   月  日  

（あて先）千葉市長  

                            承認申請者   住所  

                                       氏名  

                   

                                  

１ 

開 

発 

許 

可 

の 

概 

要 

(1) 

(1) 

開発許可を受けた者の 

住 所 及 び 氏 名 

 

(2) 

(1) 

開 発 許 可 の 番 号 及 び 

年 月 日 
千葉市指令   第    号    年   月   日  

(3) 

(1) 

開 発 区 域 に 含 ま れ る 

地 域 の 名 称 

 

２ 

申 

請 

前 

の 

承 

継 

の 

経 

過 

被 承 継 者 の 住 所 及 び 氏 名 承 継 年 月 日 

     年   月   日  

     年   月   日  

     年   月   日  

     年   月   日  

３  

 

承認申請に係る権原を  

取 得 し た 年 月 日  
 

４  取 得 し た 権 原 の 内 容  
 

※ 受付欄  
年 月 日    年   月    日  

番   号  第     号  

備考   １  承認申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。  

２  ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第２６号  （第１９条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

開 発 許 可 承 継 承 認 通 知 書 

 

                                        住所  

                                        氏名            様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発

許可に基づく地位の承継については、承認したので、千葉市開発行為等の規

制に関する規則第１９条第３項の規定により通知します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

１ 

開 

発 

許 

可 

の 

概 

要 

(1) 

(1) 

開発許可を受けた者の 

住 所 及 び 氏 名 

 

(2) 

(1) 

開 発 許 可 の 番 号 及 び 

年 月 日 
千葉市指令   第    号    年   月   日  

(3) 

(1) 

開 発 区 域 に 含 ま れ る 

地 域 の 名 称 

 

２ 

申 

請 

前 

の 

承 

継 

の 

経 

過 

被 承 継 者 の 住 所 及 び 氏 名 承 継 年 月 日 

     年   月   日  

     年   月   日  

     年   月   日  

     年   月   日  

３  

 

承認申請に係る権原を  

取 得 し た 年 月 日  
 

４  取 得 し た 権 原 の 内 容  
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様式第２７号  （第１９条第３項）  

千葉市指令  第     号  

 

開 発 許 可 承 継 不 承 認 通 知 書 

 

 

                                      住所  

                                      氏名             様  

 

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました開発

許可に基づく地位の承継については、次の理由により承認しませんので、

千葉市開発行為等の規制に関する規則第１９条第３項の規定により通知し

ます。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

不承認理由  

審査請求等について  

１  この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。  

２  この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができ

ます。   
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様式第２８号  （第２０条）  

開 発 登 録  簿 調 書  

 

 番号   

開  

発  

許  

可  

開 発 許 可 の 番 号  

及 び 年 月 日 
 千葉市指令   第     号       年   月   日  

開発許可を受けた  

者の住所及び氏名  
 

承  

 

継  

承 継 承 認 の 番 号  

及 び 年 月 日 
 千葉市指令   第     号       年    月    日  

承 継 人 の 住 所 

及 び 氏 名 

 

当  

 

初  

 

許  

 

可  

開 発 区 域 に 含

ま れ る 地 域 の

名 称 及 び 面 積 

          市       区  

 

                            面積         ㎡  

予定建築物の用途  
 １   自己用  

２   その他  

法第４１条第１項の

制 限 の 内 容  

 

区 域 及 び 地 域 等  

工 事 施 行 者 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

変

更  

許  

可  

 

工  

事  

完  

了  

検  

査  

検査済証交付年月日  工 区 名 及 び 工 事 の 種 別 

  

摘  

要  
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様式第２９号 （第２１条）  

許 可  済 み  の 標  識  

 

 

                        ５８センチメートル以上  

 

 

          都市計画法  

 

 

 
第２９条第１項  

第４３条第１項  

 

 

 

 

の規定による許可済み  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許 可 番 号 ・ 許 可 年 月 日  千葉市指令   第     号    年    月    日  

建 築 物 の 用 途   

開 発 行 為 等  

施  行  者  

住   所  

氏   名  

 

 

工 事  

施 行 者  

住   所  

氏   名  

 

                         ＴＥＬ  

開 発 区 域 等 の  

所 在 及 び 地 番  

 

開 発 区 域 等 の 面 積  

 

工 事 期 間       年   月   日  ～    年   月   日  

現 場 管 理 者  

工事施行者又は  
工事施行者の定  
め た 者 

氏  名  

連絡先  

 

 

                         ＴＥＬ  

 

４０ 

セ  

ン  

チ  

メ  

｜  

ト  

ル  

以  

上  
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様式第３０号  （第２２条）  

 

 

 
７２センチメートル程度   

 

 

都市計画法による命令の公示 

 

（土地又は工作物等の）所在地  

 

命令を受けた者の氏名  

 

 この（土地又は工作物等）は都市計画法に違反しているので     年   

  月   日付けで、同法第８１条により          を命じた。  

 

注  

 １  この標識を毀棄した者は、公文書毀棄罪で罰せられます。  

 

 ２  この命令に違反して、      を行った場合は罰せられます。  

 

 ３    年   月   日（電気事業者名、ガス事業者名、水道事業者名）

に対して（電気 、ガス、水道）の供給の申込みの承諾を保留するよう

要請しています。  

 

 

       年   月   日  

 

                    千葉市長  

 

 

 

 

５１ 

セ

ン

チ

メ

｜

ト

ル

程

度  
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様式第３１号  （第２３条第１項）  

開発行為又は建築に関する証明書交付申請書  

                                                 年   月  日  

（あて先）千葉市長  

                              申請者  住所  

                                      氏名  

                   

                     

都市計画法施行規則第６０条の規定により、次の事項に係る証明書の  

交付を申請します。  

１  建築物の敷地となる土地の名称 
 

 

 

２  都 市 計 画 区 域 の 区 分       市街化区域    市街化調整区域  

３  地 目 及 び 面 積   
  地目       実測         ㎡  

                  公簿         ㎡  

４  都 市 計 画 法 の 適 合 条 項   
 

５  ４ の 内 容   
 

６  開 発 行 為 の 有 無     伴う（      ㎡）     伴わない  

７  予定建築物の用途・構造・規模    

８  農 地 転 用 許 可 の 有 無   不要       有       無  

９  そ の 他 必 要 な 事 項    

 

※  処理欄  
証明年月日   

証 明 番 号  

備考   １  申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。  

２  ※印のある欄には、記載しないこと。  
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様式第３２号  （第２３条第３項）  

千   第    号  

 

開発行為又は建築に関する証明書  

 

                                    住所  

                                     氏名            様  

 

   年   月   日付け（受付番号第    号）で申請のありました次の

建築物の建築は、都市計画法第    条      の規定に適合しているこ

とを証明します。  

 

      年  月  日  

 

千葉市長             印  

 

１  建築物の敷地となる土地の名称  
 

 

 

２  都 市 計 画 区 域 の 区 分       市街化区域    市街化調整区域  

３  地 目 及 び 面 積   
  地目       実測         ㎡  

                  公簿         ㎡  

４  都 市 計 画 法 の 適 合 条 項   

 

５  ４ の 内 容   

 

６  開 発 行 為 の 有 無     伴う（      ㎡）     伴わない  

７  予定建築物の用途・構造・規模    

８  そ の 他 必 要 な 事 項    
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様式第３３号  （第２４条）  

（表）  

 

 

   第      号  

 

                     交付     年   月   日  

                     有 効 期 間 １ 箇 年 

 

  所属  

  職名  

                  氏名  

                  生年月日        年   月   日生  

             立    入    検    査    証  

 

 

 

                                    千葉市長  印   

 

 

 

                （裏）  

 この証票を携帯する者は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定

に基づき、開発区域又は建築工事現場等に立入検査をする職権を行う者で、そ

の関係条文は次のとおりです。  

 

都  市  計  画  法  抜  粋 

第８２条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは市長又はその命じた者若しくは委任

した者は、前条の規定による権限を行うため必要がある場合においては、当

該土地に立ち入り、当該土地若しくは当該土地にある物件又は当該土地にお

いて行われている工事の状況を検査することができる。  

２  前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯しなければならない。  

３  前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示しな

ければならない。  

４  第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解してはならない。  

 （注）  この証票は、都市計画法第３章第１節の施行に関してのみ用いるも

のです。  
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